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Abstract
Even as the total population of Japan declines, the depopulation of rural areas and the overconcentration in 
Tokyo must be perceived and addressed as interconnected problems. In recent years, there has been a grow-
ing trend to “return to the countryside,” which has seen mainly the younger generation moving from urban 
areas to rural districts, especially in the underpopulated areas. Migration, along with the preservation of the 
resident population, and the reinforcement and revival of regional areas are considered important policies for 
regional municipalities in this era of regional revitalization. This study analyzed interviews conducted with 
five families who have moved to the rural districts of Ayabe City in Kyoto Prefecture, which can be called a 
municipality with advanced migration. Thus, it examined whether the migration and settlement policies de-
veloped by Ayabe City are viable and effective. The results indicated that the policies were not necessarily 
the cause of migration. Instead, it was suggested that the “human connection” was the most important reason 
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を事例として紹介し、京都府北部の 5 市 2 町（綾部市、福知山市、舞鶴市、京丹後市、宮津市、与謝野町、
伊根町）における相対的位置づけとして、綾部市が移住先進自治体であることを分析した上で、具体的
に綾部市の移住、定住関連施策における政策手法の特色を整理した。また、2008 年から 10 年間におけ





























定義しているように、移住を 3 年程度、定住を 3 年から 10 年程度として、議論することとする。
2．地方創生の基本方針と移住、定住の現状
2020 年 7 月 17 日に閣議決定されたまち・ひと・しごと創生基本方針 20206）では、改めて新たな日常
に対応するため、地方圏への移住・定住の推進を明確に打ち出している。例えば、新型コロナウイルス
感染症の影響により普及したテレワークの支援や休暇先でも勤務するワーケーションの推進など東京一
極集中の是正を政策目標として掲げている。2020 年 5 月に東京圏在住の 1 万人を対象に内閣官房まち・









































なっている。調査対象として、東京都と大阪府、市町村の情報を県が把握していない 17 県を除いた 28
道府県という大規模な全国移住者調査となっている。2009 年に 2,864 人であった移住者数が 5 年後の
2014 年には 11,735 人と約 4 倍の移住者増となっていることを客観的に示すデータとして、注目に値す
るであろう。















































































（出 小田切 2016 5 年間で約４倍に
―移住者数の全国動向（第 2 回全国調査結果より）」p.104 表 1 より筆者作成
表 1　綾部市における定住促進事業の歩み
（出所）綾部市提供資料より筆者作成





果となる（2020 年 1 月時点の調査データ）。
















表 3 は、京都府北部 5 市 2 町の 2020 年度予算からみた移住・定住関係施策における綾部市の相対的
位置づけを示したものである。また、図 2 は表 3 をもとに京都府北部 5 市 2 町の一般会計総額に占める
移住・定住関係の構成割合を図示したものである。2020 年度の京都府北部 5 市 2 町における一般会計
当初予算でいうと、綾部市は 166 億 4,739 万 4 千円と福知山市（400 億 2,000 万円）、舞鶴市（348 億 7,858
万円）、京丹後市（323 億 1,900 万円）に次ぐ第 4 番目の規模になる。しかし、当初予算における移住・定
住関係費は、4,855 万 3 千円と京丹後市（5,501 万 3 千円）に次ぐ 2 番目の金額になっており、さらに一般

































   及び移住・定住関係費 
 








綾部市 定住地域政策課 5名 定住サポート事業他（注2）
福知⼭市 まちづくり推進課 3名 移住・定住促進事業
舞鶴市 移住・定住促進課 3名 農村移住・交流促進事業
京丹後市 政策企画課 0名（注1） 定住･交流促進事業
宮津市 企画課（定住・空家対策係） 1名 定住促進事業
与謝野町 観光交流課 2名 移住・定住支援事業
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表 3　京都府北部 5 市 2 町における一般会計当初予算、及び移住・定住関係費
図 2　一般会計当初予算額に占める移住・定住関係費の割合
（出所）2020 年度当初予算より，筆者作成（出所）2020 年度当初予算より、筆者作成

























つ先進的に取り組んでいる。定住サポート総合窓口設置以来 10 年以上が経過したが、2008 年度に定住
サポート総合窓口を設置してから 2018 年度までの定住者数累計は、222 世帯、543 人となっている。特




























































































































年齢区分 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 計 割合
0～9歳 11人 6人 4人 11人 8人 7人 13人 2人 15人 21人 1人 99人 18.2%
10～19歳 6人 2人 2人 2人 1人 2人 2人 7人 5人 4人 2人 35人 6.4%
20～29歳 3人 0人 3人 8人 6人 1人 8人 2人 1人 4人 3人 39人 7.2%
30～39歳 15人 10人 12人 15人 16人 12人 14人 15人 21人 20人 8人 158人 29.1%
40～49歳 5人 4人 6人 9人 6人 4人 7人 9人 10人 18人 2人 80人 14.7%
50～59歳 3人 2人 6人 10人 5人 2人 1人 5人 5人 4人 9人 52人 9.6%
60～69歳 6人 8人 2人 11人 4人 8人 7人 5人 4人 6人 3人 64人 11.8%
70～歳 0人 1人 0人 0人 1人 6人 0人 0人 5人 2人 1人 16人 2.9%
計 49人 33人 35人 66人 47人 42人 52人 45人 66人 79人 29人 543人











































年齢区分 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 計 割合
0～9歳 11人 6人 4人 11人 8人 7人 13人 2人 15人 21人 1人 99人 18.2%
10～19歳 6人 2人 2人 2人 1人 2人 2人 7人 5人 4人 2人 35人 6.4%
20～29歳 3人 0人 3人 8人 6人 1人 8人 2人 1人 4人 3人 39人 7.2%
30～39歳 15人 10人 12人 15人 16人 12人 14人 15人 21人 20人 8人 158人 29.1%
40～49歳 5人 4人 6人 9人 6人 4人 7人 9人 10人 18人 2人 80人 14.7%
50～59歳 3人 2人 6人 10人 5人 2人 1人 5人 5人 4人 9人 52人 9.6%
60～69歳 6人 8人 2人 11人 4人 8人 7人 5人 4人 6人 3人 64人 11.8%
70～歳 0人 1人 0人 0人 1人 6人 0人 0人 5人 2人 1人 16人 2.9%
計 49人 33人 35人 66人 47人 42人 52人 45人 66人 79人 29人 543人
平均年齢 30歳 39歳 35歳 36歳 35歳 40歳 30歳 37歳 33歳 31歳 31歳 35.4歳
表 6　インタビュー対象者の居住地区と年齢層
（出所）筆者作成

























































































（出所）筆者作成（2019 年 11 月から 12 月にかけてイン を実施）
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